
令和3年度中小企業及び小規模企業者
のための施策活用ガイドブック

与謝野町を拠点にされている中小企業・小規模企
業者の方が利用することのできる補助事業を紹介
しています
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与謝野町産業振興補助金

窓口：与謝野町役場商工振興課

与謝野町では、がんばる事業者の皆さんの活躍を応援する９種類の支援制度を設けており、
新型コロナウイルス感染症の対応としてもご活用いただけます。
詳細に関しては4～8頁に記載しています。

いずれの制度も事前審査が必要ですので、支援を受けようと思われる方は、着手される前
に相談をお願いします。

産業振興補助金については、交付要件の一つに「町税の滞納がないこと」を要件として
おります。
令和３年度産業振興事業費補助金等の申請時には、下記の事項にご留意いただき、納税証
明書を入手のうえ手続いただきますようお願いします。
① 町税等納税証明書の申請窓口

与謝野町役場税務課（加悦庁舎）※野田川・本庁舎では発行できません。
② 証明書交付手数料 300円（１通につき）
③ 「町税等納税証明書請求書」及び「町税等納税証明書」を税務課に提出し、証明書の

交付を受けて下さい。

町財政が厳しい状況にある中、各種団体向け、個人・企業向け（一部制度）の補助金を
５％削減します。ご理解いただきますようお願い申し上げます

創業・事業拡大・事業転換
町内事業所・団体が行う販路開拓事業
新商品・新製品を開発する事業者
外部から講師を招聘する研修
空き店舗を活用した特産品等の 販売促進
知的財産権の取得
地域の特色を生かした魅力ある商店街づくり
インターネットを通じて非対面での販売強化
採用の強化
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申請受付
令和3年12月24日（金）まで

問い合わせ先
与謝野町 商工振興課 〒629-2292 京都府与謝郡与謝野町字岩滝1798-1

連絡先 TEL：0772-43-9012
FAX：0772-46-2851

E-mail：shokoshinko@town.yosano.lg.jp

事業期間 交付決定日～令和４年３月３１日（木）

http://yasv123/scripts/dneo/zwmljs.exe?_=1617666468933


01 創業等支援事業

創業・事業拡大・事業転換の設備等に
係る経費の一部を補助します。

対象となる方

新たに商工業を開業、現在の事業を継
続しながら事業を拡大、現在の事業を
縮小・廃止し、新たな事業を起こす方

概 要
補助対象

経費
補助金額

創業
新たに商工業を開業す
る場合、経費 の一部を
補助します。

設備等に
係る費用

100万円以上の
投資に対して30 
万円

1,000万円以上の投
資に対して100万円
（ハローワークを
通 じて町内在住者1
名 以上の常用雇用
が必要です）

事業拡大

現在の事業を継続しな
がら事業を拡大 する場
合、経費の一部を補助
します。

事業転換

現在の事業を縮小・廃
止し、新たに事業を起
こす場合、経費の一部
を補助します。

※経費の一部に研修等が含まれる場 合
は、人材育成事業の活用が可能

支援内容

① 事業所等は町内に設けていただくことが必
要です。
② 申請される法人または個人事業主 は町内に
住所を有する方に限ります。
③ 補助金の交付は開業年度に限ります。
④ 事業拡大・事業転換は日本標準産業分類の
中分類を越えた事業分野へ拡大・転換を条件
とします。 (製造業は事業拡大の条件が一部異
なりますので、商工振興課まで）

申請条件

02 国内・海外販路開拓支援事業

町内事業所・団体が行う販路開拓事業
に要する経費の一部を補助します。

対象となる方

自社で企画、製造等をした商品・製品
の販路開拓事業を希望される町内中小
企業・小規模企業者・団体

支援内容

国内の場合は、府外（京都市を除く）で販路
開拓を行う場合に限ります。
同一会場での販路開拓事業については、３回
までとします。

申請条件

概 要 補助対象経費 補助金額

自社で企画、製造等
をした商品・製品の
販路開拓に要する経
費の一部を補助しま
す。

見本市・イベント等参加料、催事
会場使用料、ブース料、宣伝販売
員業務委託料、通訳･翻訳料、広告
宣伝費、展示物作製委託料、運搬
料、パッケージデザイン作成料等

対象経費の1/3 以内で、
上限20万円（国内）、
40万円（海外）

※年度内１回限り
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03 新商品・新製品開発事業

事業者が新商品、新製品を開発する経費の一部を補助します。

新商品、新製品の開発を希望される町内中小企業・小規模企業者
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対象となる方

支援内容

概 要 補助対象経費 補助金額

新商品、新製品を開発される場
合、年間１テーマの開発に要す
る経費の一部を補助します。

原材料費や
外注加工費等、
開発に係る経
費

対象経費の1/3 以内で上限30万円
（町内業者から補助対象等を購入
等し、その支払額が補助対象経費
の1/2 以上の場合の上限額は50 万
円）

異業種間連携により新技術、新
製品を共同開発される場合、開
発に要する経費の一部を補助し
ます。

対象経費の1/3 以内で上限50万円

04 人材育成事業

事業者が従業員等に対し、事業に不可欠な技術・資格の新規取得や技能習得を目的に外部
から講師を招聘する研修を行うための経費の一部を補助します。

対象となる方

外部から講師を招聘し研修を行う町内中小企業・小規模企業者

支援内容

概 要 補助対象経費 補助金額

技能習得を目的に外部から講師を招
聘する場合、経費の一部を補助しま
す。

講師派遣料
対象経費の1/3 以内で上限
20万円
※ 1 回限り

事業主または従業員が事業に不可欠
な技術、資格の新規取得を目的とし
た研修に参加する場合、経費の一部
を補助します。

公的機関等が
開催する研修
会の受講料、
教材費

対象経費の1/3 以内で上限
5万円
※ 1 企業当たり



05 アンテナショップ支援事業

京都市を除く府外で空き店舗を活用した特産品等の販売促進を行う経費の一部を助成します。

対象となる方

空き店舗を活用した特産品等の販売を希望される町内中小企業・小規模企業者

支援内容

06 知的財産権取得支援事業

概要 補助対象経費 補助金額

補助対象町内に住所を有し、京都
市を除く府外において空き店舗を
活用した町の特産品等の販売促進
を行う経費の一部を補助します。

店舗の賃借料、改装や設備、
機器の購入費

対象経費の1/3 以内
で上限50万円

自社製品の付加価値化、新技術、新製品の開発促進を図ることを目的に、知的財産権の取
得を行った町内中小企業者等に対し、取得に要した経費の一部を補助します。

対象となる方

支援内容

自社製品の付加価値化、新技術・新製品の開発促進を図ることを目的に、知的財産権の取
得を行う町内中小企業・小規模企業者

概要 補助対象経費 補助金額

自社製品の付加価値化
新技術・新製品の開発促進
を図ることを目的とした知
的財産権の取得に要した費
用の一部を補助します。

特許権、実用新案権、意匠
権、著作権、商標権等（国
外権利を含む）の取得に係
る費用

対象経費の1/3以内で上限5
万円、1事業所年度内1回限
り、知的財産権取得の日か
ら1年以内の申請に限りま
す
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支援内容

具体例 補助対象経費 補助金額

商店街等における街路灯・
案内看板等の整備
共同利用施設の整備
地域のネットワーク構築に
係る調査研究

設備、調査に係る経費等
※店舗等賃借料の補助対象
は、1ヵ月20万円で6ヵ月を
上限とします
※国又は京都府の補助金を
町が受ける場合は、その金
額を上積みします

対象経費の1/3以内（上限
300万円）

08 オンライン販売強化支援事業

インターネットを通じて非対面での販売強化、サービス提供に係る事業に要する経費の一
部を補助します。

対象となる方

インターネットを通じて非対面での販売強化・サービス提供に係る事業をされる町内中
小企業・小規模企業者

支援内容

具体例 補助対象経費 補助金額

専用ECサイト構築にかかる費用
オンラインコンテンツ作成 サ
イト専用写真の撮影費用等

外注に係る経費、ソフ
トウエアの購入等

対象経費の1/2以内（上限
10万円）

07 商業活性化支援事業

地域の特色を生かした魅力ある商店街づくりを推進するため、町内の商店街団体等が行う
事業に要する経費の一部を補助します。

対象となる方

地域の特色を生かした魅力ある商店街づくりを行う町内の商店街団体等
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具体例 補助対象経費 補助金額

自社の雇用拡大を目的とし
た採用活動に要する経費の
一部を補助します

旅費、会場使用料、広告宣
伝費、展示物制作委託料、
運搬料、ＷＥＢ制作委託料
など

対象経費の1/3 以内で上限
20万円

支援内容

09 リクルーティング強化事業

対象となる方

町内在住者や都市部の学生等を採用するために必要な活動経費の一部を補助します。

雇用の強化を行う町内中小企業・小規模企業者
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支援内容

対象設備の基準 利子補給対象の融資 利子補給率

① 経営安定に必要な機械の
購入、設置または改造
② 経営合理化のための工場
または店舗の増改築

① 金融機関からの独自の設
備資金融資を受けた場合
② 京都府の制度融資を利用
して設備資金融資を受けた
場合

借入利率の1.0％を上回る部
分を利子補給します
1年度あたりの上限額14万
円
（実質金利1.0％。延滞利子
は補給対象外）

02 信用保証料補助金

中小企業者、小規模企業者が、次の京都府中小企業融資制度を受けるため、京都信用保証
協会へ支払われた信用保証料の一部を補助します。

対象となる方

① 町内に6 ヵ月以上居住している方
② 町内に主たる事業所を有する方
③ 町税等の滞納がない方
※すべての要件に該当することが必要です

支援内容

対象となる融資 利子補給対象の融資 利子補給率

京都府中小企業融資制度に
対して京都信用保証協会へ
支払われた信用保証料

京都府中小企業融資制度の
うち、「一般振興融資」
「小規模企業おうえん融
資」「経営支援緊急融資」
「あんしん借換融資」

信用保証料の40％
1年度あたりの上限額14万
円
（借換資金に相当する保証
料は除きます。）

01 企業活性化支援利子補給金

次に該当する中小企業者、小規模企業者が設備投資を行った場合、支払われた利子額の一
部を補助します。

対象となる方

① 保証協会の保証対象業種を営む方
② 経営内容が明らかであること
③ 町内に１年以上居住し、町内にある工場等へ設備投資を行った方
④ 町税等の滞納がない方
※すべての要件に該当することが必要です

窓口：与謝野町役場商工振興課

与謝野町金融支援補助金
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窓口：与謝野町役場商工振興課

与謝野町織物業生産設備補助金

01 与謝野町織物業生産設備広幅化支援事業補助金

伝統産業である織物業及びその関連産業の振興と発展を図るため、丹後織物工業組合が推
薦する事業者が行う生産基盤の整備等の取組に対し支援します。

対象となる方

支援内容

対象内容 補助対象経費 補助金額

織物業の商品開発、
生産体制の強化等に要
する生産設備のうち、
織機の幅広化及び広幅
専用整経機等の広幅織
機関連整備の新設、増
設、更新及び改良

機械装置購入費、備品購入費、
外注加工費、運搬費、その他
町長が必要と認める経費等
※消費税は対象外

補助対象経費の2分の1以内の額
（千円未満切り捨て、上限250
万円、下限10万円）ただし、京
都府伝統産業生産基盤支援事業
費補助金を活用する場合は3分
の1以内（上限250万円）

02 与謝野町織物業生産基盤支援事業補助金

伝統産業である織物業及びその関連産業の振興と発展を図るため、織物業の商品開発、生産
体制の強化等に要する生産設備のうち、織機及び整経機等の広幅化に取り組む事業者を支援
します。

対象となる方

支援内容

対象内容 補助対象経費 補助金額

織物業及び関連産業等
の生産基盤を支えるた
めに行う小幅織機設備
の新設、更新、改良事
業で、丹後織物工業組
合が推薦する事業

機械装置購入費、備品購入費、
外注加工費、運搬費、その他
町長が必要と認める経費等
※消費税は対象外

補助対象経費の3分の1以内の額
（千円未満切り捨て、上限250
万円、下限10万円）ただし、町
および町以外の補助金の交付合
計額が補助対象経費の3分の2の
額を超えないこと

応募期間：令和３年４月１日（水）～令和３年５月３１日（金）

町内の織物事業所

町内の織物事業所

事業期間

事業期間

令和３年４月１日（木）～令和４年２月２８日（月）

令和３年４月１日（木）～令和４年２月２８日（月）
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03 与謝野町織物業小規模生産基盤支援事業補助金

伝統産業である織物業及びその関連産業の振興と発展を図るため、織物業者が行う小規模
な生産基盤の整備等の取組を支援します。

対象となる方 町内の織物事業所

支援内容

対象内容 補助対象経費 補助金額

織物業および関連産業
等の小規模な生産基盤
のために行う織機設備
の新設、更新、改良事
業

機械装置購入費、備品購入
費、外注加工費、運搬費、
消耗品購入費、その他町長
が必要と認める経費等 ※
消費税は対象外

補助対象経費の3分の1以内の額
（千円未満切り捨て、上限10万
円、下限1万円）ただし、町お
よび町以外の補助金の交付合計
額が補助対象経費の3分の2の額
を超えないこと

事業期間 令和３年４月１日（木）～令和４年２月２８日（月）



具体例 補助対象経費 補助金額

① 売上向上に繋がる店舗の
増築や改修
② 商品サービスのデジタル
化支援など

あくまで例示であり、様々
な取組をお待ちしておりま
す。

建物建設費 、建物改修費、
外注委託費、広告宣伝費、
備品借上費、機械借上費
備品購入費、機械購入費、
ソフトウェア購入費、旅費、
専門家の派遣 、会場使用料
※消費税は対象外

対象経費の2/3 以内で上限
50万円
ただし、町内事業者への発
注の場合は、4/5以内に引
き上げます。

支援内容

対象となる方

窓口：与謝野町役場商工振興課

与謝野町WITH・AFTERコロナ対策チャレンジ支援事業

町内事業者のWITH・AFTERコロナへ向けたチャレンジを支援します。

新型コロナウイルス感染症対策として売上向上を目指す町内中小企業・小規模企業者

応募期間：令和３年４月１日（水）～令和３年４月３０日（金）
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小規模企業等経営基盤強化支援事業

窓口：京都産業21

新型コロナウイルス感染症の影響によって、サプライチェーンや産業構造そのものが大き
く変容する中、多くの府内企業においては、部材の内製化や自社製品の販売方法の見直し
をはじめ、社内のあらゆる経営資源の活用方法の再検討などの課題対応に迫られている状
況です。そこで、人手不足等に起因する生産上の課題解決、ＷＩＴＨ・ＰＯＳＴコロナ時
代の社会経済環境に対応するため、部材の内製化や販売方法の見直しなどに取り組む小規
模企業・中小企業を支援します。

13

募集期間：令和3年4月1日（木）～令和3年5月31日（月）（予定）

対象となる方

京都府内に拠点を有する中小企業又は小規模企業
※常時使用する従業員２０名以下

支援内容

対象事業 補助金額 採択予定

人手不足等に起因する生産上

の課題解決、ＷＩＴＨ・ＰＯＳＴ
コロナ時代の社会経済環境に対応
するための部材の内製化や販売方
法の見直しなどの自社の経営基盤
の強化に資する取組

(1)補助率 1／2以内（１５％※）
※土地造成費、建物建設費、量
産設備は１５％

(2)補助上限 ５００万円

小規模事業枠
15～30件程度

中小企業枠
5～10件程度

問い合わせ先
公益財団法人京都産業21 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４
事業成長支援部 産学公住連携グループ
連絡先 TEL：075-315-9425

FAX：075-315-8926
E-mail：sangaku@ki21.jp

＜想定内容例＞
ＷＩＴＨ・ＰＯＳＴコロナ時代に対応した販売モデル構築のための商品・サービスのデジタ
ル化に資する取組・最新自動化設備等を導入し、熟練技能者の作業負荷軽減を図り、人材育
成時間も確保することで、生産性の向上に繋げる取組
※以上は、あくまでも例であり、幅広い申請をお待ちしております

事業期間

令和３年４月１日（木）～令和４年１月３１日（月）
※原則交付決定日以降。ただし、事前着手が認められた場合は、４月１日から可

mailto:sangaku@ki21.jp


産学公の森（企業の森・産学の森）推進事業

窓口：京都産業21

POSTコロナ時代に向けては少子高齢化に対応したスマート社会の実現や脱炭素社会の実
現など持続可能な社会の構築に向けた社会課題解決型のビジネスモデルへの変革が求めら
れています。ビッグデータやAIなど先端技術を駆使することでDXを推進し、社会全体を
様々な視点から解析するとともに、産学公がそれぞれの強みを持ち寄り、総合的な観点か
らの社会課題を解決する新たなビジネス・成長産業を創出する取組を支援します。

Ⅰ アーリーステージコース（グループ形成）
目標（目指すべきグループ事業像）の設定や実現に向けた勉強会・研究会、セミ

ナ－、ワークショップ、市場調査その他の調査、要素技術の可能性検証、技術研修
等のグループでの事業を支援
【補助率】１/２
【補助上限】120万円以内

Ⅱ 事業化促進コース （試作・開発、テストマーケティング）
試作品・サービス等の開発、テスト販売等による本格的な市場調査・販路開拓等

【補助率】１/２（１５％※）
【補助上限】100万円以上～2,000万円以下
※土地造成費、建物建設費、量産設備は15％

Ⅲ 本格的事業展開コース（応用研究等・設備投資、それと連動した販路拡大開
拓）

実用化に向けた応用研究・生産技術開発、量産設備投資（生産体制の構築、販
売・サービス提供の拠点整備等）、それらと連動した販路開拓等
【補助率】１/２（１５％※）
【補助上限】2,000万円超～5,000万円以下
※土地造成費、建物建設費、量産設備は15％
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応募期間：令和3年4月1日（木）～令和3年5月31日（月）（予定）

＜想定内容例＞

・ビッグデータ解析等の先端技術を活用した子育て環境の構築

・脱炭素社会の実現に向けた自然機能産業の振興

・少子高齢社会に対応するデジタルツイン技術を活用した次世代社会インフラの構築
※以上は、あくまでも例であり、幅広い申請をお待ちしております

問い合わせ先
公益財団法人京都産業21 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４
地域成長支援部 産学公住連携グループ
連絡先 TEL：075-315-9425

FAX：075-315-8926
E-mail：sangaku@ki21.jp

mailto:sangaku@ki21.jp


企業連携型ビジネス創出支援事業

窓口：京都産業21

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、サプライチェーンの毀損や大きな見直しに
よる産業構造の変化、一変した暮らしの有り様がもたらす市場ニーズの変化など、中小企
業をとりまく経営環境は大きな変容を遂げています。そこで、そうした変化に対応するた
め、業種の垣根等を越えた企業連携グループの形成から新ビジネスの創出に至るまでの取
組を支援し、WITHコロナ時代における京都経済の活性化を図ります。

Ⅰ 試作・実証コース
【対象事業】

連携に向けた各企業の経営資源の見直し等に係る勉強会、連携による新 事
業構築のための市場調査、試作・開発、テストマーケティング等
【補助率】１/２（１５％※）
【補助上限】120万円
※土地造成費、建物建設費、量産設備は15％

Ⅱ 事業展開コース（1,000万円以内）
【対象事業】

連携による新事業の実施に向けた試作・開発、販路開拓、生産技術開発、量
産・流通体制の整備、広報活動等の取組
【補助率】１/２（１５％※）
【補助上限】1,000万円
※土地造成費、建物建設費、量産設備は15％
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応募期間：令和３年４月１日（水）～令和３年５月１４（火）

対象となる方

京都府内に拠点を有する２社以上の企業で構成される企業連携グループ※
※中小企業者を代表企業とすること。構成企業には大企業も参画可

＜想定内容例＞
・3D設計データをVR/AR等により可視化するシステムを導入し、遠隔地での受発注企業
間の設計相談を可能にするとともに、設計段階からユーザビリティの検証を行い、付加価
値の高い製品開発に繋げる取組
・金属部品の加工技術と電気制御技術を組み合わせ、部品単位からユニット品単位の受注
へと繋げる取組
※以上は、あくまでも例であり、幅広い申請をお待ちしております

問い合わせ先
公益財団法人京都産業21 〒600-8813 京都市下京区中堂寺南町１３４
イノベーション推進部 産学公住連携グループ
連絡先 TEL：075-315-9425

FAX：075-315-8926
E-mail：sangaku@ki21.jp

mailto:sangaku@ki21.jp


IT導入補助金

窓口：与謝野町商工会他

中小企業・小規模事業者等のみなさまが自社の課題やニーズに合ったITツールを導入する
経費の一部を補助することで、みなさまの業務効率化・売上アップをサポートするもので
す。

自社の置かれた環境から強み・弱みを認識、分析し、把握した経営課題や需要に合った
ITツールを導入することで、業務効率化・売上アップといった経営力の向上・強化を図っ
ていただくことを目的としています。

交付申請期間：令和3年４月７日（水）受付開始～
終了時期は後日案内予定

低感染リスク型ビジネス枠（C類型 Ｄ類型）

Ａ類型 Ｂ類型 Ｃ類型 Ｄ類型

補助率 １／２以内 １／２以内 ２／３以内 ２／３以内

上限額・下限額 30万円～150万
円未満

150万円～450万
円未満

30万円～450万
円未満

30万円～150
万円未満

通常枠（A類型 B類型）

低感染リスク型ビジネス枠（特別枠：C・D類型）は、新型コロナウイルス感染症の流行が
継続している中で、ポストコロナの状況に対応したビジネスモデルへの転換に向けて、労
働生産性の向上とともに感染リスクに繋がる業務上での対人接触の機会を低減するような
業務形態の非対面化に取り組む中小企業・小規模事業者等に対して、通常枠（A・B類型）
よりも補助率を引き上げて優先的に支援するものです。

問い合わせ先
サービス等生産性向上IT導入支援事業 コールセンター
ナビダイヤル：0570-666-424
IP電話からのお問合せ：042-303-9749
与謝野町商工会
TEL： 0772-43-9012

対象となる方 中小企業又は小規模企業

補助対象経費
ソフトウェア費、導入関連費、低感染リスク型ビジネス枠（Ｃ・
Ｄ類型）は、左記に加えハードウェアレンタル等が対象）

補助金の上限額・下限額・補助率

中小企業・小規模事業者のみなさまがITツール導入に活用いただける補助金です。
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ものづくり補助金

窓口：与謝野町商工会他

中小企業・小規模事業者等が今後複数年にわたり相次いで直面する制度変更（働き方改革や被
用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイ ス導入等）等に対応するため、中小企業・小規模事業
者等が取り組む革新的サービス開発・試作 品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資
等を支援するものです。

申請期間：令和３年４月１５日（火）～令和３年５月１３日
（木）（6次締切）

Ⅰ 一般型
中小企業者等が行う「革新的な製品・サービス開発」又は「生産プロセス・ サービス提供
方法の改善」に必要な設備・システム投資等を支援

Ⅱ グローバル展開型
中小企業者等が海外事業の拡大・強化等を目的とした「革新的な製品・サー ビス開発」又
は「生産プロセス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・ システム投資等を支援

対象となる方

日本国内に本社及び補助事業の実施場所を有する中小企業者、および特定非営利活動法人

支援内容

Ⅰ 一般型

支援内容 補助金額 補助上限

中小企業者等が行う「革新的な製品・サービス開
発」又は「生産プロセス・ サービス提供方法の改
善」に必要な設備・システム投資等を支援

中小企業者 １／２
小規模企業者・小
規模事業者 ２／３

１，０００万円

Ⅱ グローバル展開型

支援内容 補助金額 採択予定

中小企業者等が海外事業の拡大・強化等を目的とし
た「革新的な製品・サー ビス開発」又は「生産プロ
セス・サービス提供方法の改善」に必要な設備・ シ
ステム投資等を支援（①海外直接投資、②海外市場
開拓、③インバウンド 市場開拓、④海外事業者との
共同事業、のいずれかに合致するもの）

中小企業者 １／２、
小規模企業者・小
規模事業者 ２／３

３，０００万円

補助対象

・機械装置・ システム構築費・技術導入費 ※上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の３分の１
・専門家経費 ※上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の２分の１
・運搬費・クラウドサービス利用費・原材料費・外注費 ※上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜
き）の２分の１
・知的財産権等関連経費 ※上限額 ＝補助対象経費総額（税 抜き）の３分の１

問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター
TEL：050-8880-4053
与謝野町商工会
TEL： 0772-43-1020
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小規模事業者持続化補助金

窓口：与謝野町商工会他

小規模事業者等が、商工会の助言等を受けて経営計画を作成し、その計画に沿って地道な
販路開拓等の取組を支援するものです。

Ⅰ 一般型
小規模事業者が直面する制度変更(働き方改革や被用者保険の適用拡大等)等

に 対応するため、経営計画を作成し、それらに基づいて行う販路開拓の取組み
等の経費の一部を補助するものです。

Ⅱ 低感染リスク型ビジネス枠
新型コロナウイルス感染症感染防止と事業継続を両立させるための対人接触機

会の減少に資する前向きな投資を行い、ポストコロナを踏まえた新たなビジネス
やサービス、生産プロセスの導入等の取組を支援するため、それに要する経費の
一部を補助するものです。

申請期間：令和3年6月4日（金）まで（６次締切）
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対象となる方

商工会議所の管轄地域内で事業を営んでいる「小規模事業者」及び、一定の要件を満たした
特定非営利活動法人

申請期間：令和3年5月12日（金）まで（1次締切）

支援内容

Ⅰ 一般型

支援内容 補助率 補助金額（上限）

店舗の改装、チラシの作成、広告掲載など ２／３ ５０万円

Ⅱ 低感染リスク型ビジネス枠

支援内容 補助率 補助金額（上限）

ポストコロナ社会に対応したビジネスモデルへの転換に
資する取組（オンライン化の為のツール・システムの導
入、ＥＣサイト構築費等）や感染防止対策費（消毒液購

入費、換気設備導入費等） ※感染防止対策費について

は、補助金総額の１／４（最大２５万円）を上限に補助
対象経費に計上することが可能です

３／４ １００万円

問い合わせ先
（独）中小企業基盤整備機構生産性革命推進事業コールセンター
TEL：03ｰ6837ｰ5929
与謝野町商工会
TEL： 0772-43-1020



事業再構築補助金

窓口：与謝野町商工会他

ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応するための企業の思い切った
事業再構築を支援します。
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対象となる方 日本国内に本社を有する中小企業等及び中堅企業等

支援内容

中小企業 補助額 補助率

通常枠 １００万円～６，０００万円 ２／３

卒業枠 ６，０００万円超～１億円 ３／４

中堅企業 補助率 補助金額（上限）

通常枠 １００万円～８，０００万円
１／２

（4,000万円超は1/3）

グローバル
Ⅴ字回復枠

８，０００万円超～１億円 １／２

問い合わせ先
事業再構築補助金コールセンター
ナビダイヤル：0570ｰ012ｰ088 ＩＰ電話用：03-4216-4080
与謝野町商工会
TEL： 0772-43-1020

申請期間（予定）：令和3年4月15日（火）～令和３年4月30日（木）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売り上げの回復が期待し
づらい中、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応するために中小企
業等の事業再構築を支援することで、日本経済の構造転換を促すことが重要です。その
ため、新分野展開、事業転換、業種転換、業態転換、又は事業再編という思い切った事
業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援します。

申請要件 ①売上が減っている

②新分野展開、業態転換、事業・業種転換、事業再編に取り組む

③認定経営革新等支援機関と事業計画を策定する

卒業枠：４００社限定。事業計画期間内に、①組織再編、②新規設備投資、③グローバル展開のいずれか
により、資本金又は従業員を増やし、中小企業から中堅企業へ成長する事業者向けの特別枠

卒業枠：１００社限定。以下の要件全てを満たす中堅企業向けの特別枠
①直近６か月間のうち任意の３か月の合計売上高がコロナ以前の同３か月の合計売上高と比較して、１
５％以上減少している中堅企業。
②補助事業終了後３～５年で付加価値額又は従業員一人当たりの付加価値額の年率５．０％以上増加達成
を見込む事業計画を策定すること。
③グローバル展開を果たす事業であること。

※中堅企業：中小企業の範囲に入らない会社のうち、資本金１０億円未満の会社



このガイドブックで紹介する事業に関して、特に説明のない限りは「小規模企業者」
「中小企業」について以下のものを指します。

小規模企業者の定義

製造業その他 商業・サービス業

従業員20人以下 従業員5人以下

※商業とは卸売業、小売業を指します。
※商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（小規模事業者支援

法）、中小企業信用保険法、小規模企業共済法の3法においては、政令により宿泊業
及び娯楽業を営む従業員20人以下の事業者を小規模企業としております。

中小企業の定義

業種分類 中小企業基本法の定義

製造業その他
資本金3億円以下 又は

従業者数300人以下

卸売業
資本金1億円以下 又は

従業者数100人以下

小売業
資本金5千万円以下 又は

従業者数50人以下

サービス業
資本金5千万円以下 又は

従業者数100人以下

※上記にあげた中小企業の定義は、中小企業政策における基本的な政策対象の範囲を
定めた「原則」であり、法律や制度によって「中小企業」として扱われている範囲
が異なることがあります。

※中小企業関連立法においては、政令によりゴム製品製造業（一部を除く）は、資本
金3億円以下または従業員900人以下、旅館業は、資本金5千万円以下または従業員
200人以下、ソフトウエア業・情報処理サービス業は、資本金3億円以下または従業
員300人以下を中小企業とする場合があります。詳しくは各制度の担当者にお問合せ
下さい。
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第2期与謝野町ひと・しごと・まち創生総合戦略

第 2 期においては、関係人口の創出や、AI  ・IoT などの未来技術の活用、SDGs の理念にも
沿っ た「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のあるやさしい社会、様々な主
体による協働社 会・共助社会づくりといった視点をより重視し、第 1 期に引き続き、本町
の人口ビジョンで掲げている 「2060 年以降に 16,000 人前後で落ちつくおおむね人口維
持」を目標に、縮小する社会にあっても、こ こに住む人やこの地域が輝き「老若男女がイ
キイキする与謝野(まち)」づくりを推進していきます。

基本目標1
与謝野を愛し、多様性を認め合いながら、新しいモノやコトを創出する地域人財をつくる

～よさの愛あふれる“よさの人”の育成、活躍、そして、チャレンジを応援～

基本目標２
たすけあう地域ぐるみの出産・子育てを実現

～子育てするならこのまちで～

基本目標４
まちへの人の流れをつくる

～人と仕事の魅力で、交わる、関わる、集うまち～

基本目標５
地域と地域が連携し、持続可能なまちをつくる

～新しい時代の流れを力に、つながり助け合って、安心・元気な暮らしを実現～

基本目標３
持続可能な与謝野の産業をつくる

～与謝野町中小企業振興基本条例を核とした地域企業の育成～

■基本的な考え方
本町では、次の基本的な考え方によりこの総合戦略の取り組みを進めます。
（１）常識にとらわれず、チャレンジする姿勢を大事にします
（２）多様な価値観を尊重します
（３）民間の力を最大限発揮します
（４）持続可能な開発目標（SDGs）を原動力とした地方創生を推進します

■5つの基本目標
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